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東京23区別にみた空き家数と空き家率の動向

都市政策の第一人者 市川宏雄所長による分析結果統括
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全国の空き家数と空き家率の最新動向

2023年の全国の空き家数は900万戸超 30年間で約２倍に

うち半数は維持管理が不全となるおそれ 総住宅数の６％弱を占める

近年、全国の空き家の問題が社会的関心を呼ん

でいます。総務省「住宅・土地統計調査（確報

値）」（2023年10月1日時点の最新データ）によ

ると、全国の空き家数は約900万戸と過去最多、

総住宅数に占める空き家の比率（空き家率）も

13.8％と過去最高を記録したとのニュースが駆け

巡りました。今回のレポートでは、全国、東京の

空き家数（率）の推移とその実態について詳しく

みていきます。

はじめに全国の動向をみると、2023年の総住宅

数は6504.7万戸であり、2018年と比べて264万戸

増加（4.2％増）しています。その一方、空き家

数は900.2万戸と、2018年と比べて51.3万戸増加

（6.0％増）し、空き家率は13.8％（0.2ポイント

上昇）となっています。空き家数はこれまで一貫

して増加が続いており、1993年（447.6万戸）か

ら2023年（900.2万戸）の30年間で約２倍に増え、

空き家率も9.8％から13.8％へと着々と上昇

1

しています【図表１】。

この空き家数を種類別にみていくと【図表２】、

2023年の空き家数900.2万戸のうち「賃貸用の空

き家」が443.6万戸、「売却用の空き家」が32.6

万戸と、この２つで全体の52.9％を占めています。

この賃貸用あるいは売却用の空き家は、いずれ人

が入居する可能性があり、また老朽化等で競争力

を失った時には修繕・建て替えがなされると想定

されるため、比較的問題は小さいと考えられます。

かたや、「賃貸・売却用及び二次的住宅を除く

空き家」（本レポートでは「その他空き家」と称

します）は、賃貸や売却用、別荘などを除き、長

期にわたって居住者が不在の空き家であり、将来

的に維持管理が不全となる可能性が高く問題が大

きいとされています【図表３】。

この「その他空き家」に注目すると、1993年

（148.8万戸）から2023年（385.6万戸）の30年間

で約2.6倍に増えており、総住宅数に占める「そ

の他空き家」数の比率（その他空き家率）も、

出典）総務省「住宅・土地統計調査」データより作成
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出典）総務省「住宅・土地統計調査」データより作成
注：1998年までは「賃貸用の空き家」に「売却用の空き家」を含む。

02
東京都の空き家数と空き家率の動向

直近15年の空き家率はほぼ横ばい 都道府県ランキングでは44位も

新規大量供給の裏で増える空き家数は約90万戸 全国トップで総数の１割に

東京都における2023年の総住宅数は820.1万戸

であり、2018年と比べて53.0万戸（6.9％）増加

しています。空き家数は89.7万戸と、2018年と比

べて8.7万戸（10.7％）増加し、空き家率は10.9％

（0.3ポイント上昇）となっています。全国の空

き家率が一貫して上昇しているのに対して、東京

都ではほぼ横ばいとなっており、ここ15年間は全

国の空き家率を下回る水準で推移しています【図

表４】。

3.2％から5.9％へ上昇しています。将来的に、高

齢者世帯の長期入院や介護施設入所による長期

不在、相続後の放置などにより「その他空き

家」が急速に増加し、ますます問題になると予測

されています。

【図表３】空き家の種類と説明

賃貸・売却用及び二次的住宅を除く

空き家

賃貸用の空き家

売却用の空き家

別荘
週末や休暇時に避暑・避寒・保養などの目的で使用される住宅で、ふだんは人が

住んでいない住宅

その他
ふだん住んでいる住宅とは別に、残業で遅くなったときに寝泊まりするなど、

たまに寝泊まりしている人がいる住宅

空き家の種類 説　明

空

き

家

賃貸用の空き家、売却用の空き家及び二次的住宅以外の人が住んでいない住宅で、例えば、

転勤・入院などのため居住世帯が長期にわたって不在の住宅や建て替えなどのために取り

壊すことになっている住宅など

（注：空き家の種類の判断が困難な住宅を含む。）

新築・中古を問わず、賃貸のために空き家になっている住宅

新築・中古を問わず、売却のために空き家になっている住宅

二次的住宅

出典：総務省「令和5年住宅・土地統計調査」
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30年間で約1.9倍に増えています。

2023年の空き家率（種類別）を都道府県ごとに

みた場合に、東京都のランキングは空き家率では

44位（１位の徳島県は21.3％）、「その他空き

家」率では最下位（１位の鹿児島県は13.6％）に

位置していますが、空き家数でみれば、東京都の

空き家数は１位（全国の空き家数の10.0％）、

「その他空き家」数は２位（全国のその他空き家

数の5.6％）となっており、空き家の実数自体は

極めて多いことが分かります【図表５】。

出典）総務省「住宅・土地統計調査」データより作成

注：1998年までは「賃貸用の空き家」に「売却用の空き家」を含む。

しかし、空き家率が横ばい傾向であるといって

も、東京都の場合は総住宅数が増加している（住

宅の新規供給量が多い）ことが大きな要因となり、

空き家数自体は着実に増加している状況にありま

す。空き家数全体でみると、1993年（52.7万戸）

から2023年（89.7万戸）の30年間で約1.7倍に増

えています。この間に大きく増えているのは「賃

貸用の空き家」ではあるものの（1993年38.8万戸

→2023年62.9万戸）、今後大きく問題化すると考

えられる「その他空き家」も1993年（11.0万戸）

から2023年（21.4万戸）の

【図表５】空き家率・空き家数（種類別）の都道府県ランキング（2023年）

（単位：戸）

1 徳島県 21.3% 鹿児島県 13.6% 北海道 9.0% 東京都 896,500 大阪府 226,900 東京都 629,000

2 和歌山県 21.2% 高知県 12.9% 大阪府 8.8% 大阪府 701,900 東京都 214,200 大阪府 436,100

3 鹿児島県 20.5% 徳島県 12.2% 静岡県 8.1% 神奈川県 467,100 兵庫県 172,700 神奈川県 279,000

4 山梨県 20.4% 愛媛県 12.2% 大分県 8.1% 北海道 451,900 北海道 163,000 北海道 258,700

5 高知県 20.3% 和歌山県 12.1% 徳島県 8.0% 愛知県 433,000 千葉県 158,500 愛知県 251,800

… … … … … … … … … … … …

8 … … … … 東京都 7.7% … … … … … …

… … … … … … … … … … … … …

… … … … … … … … … … … … …

43 愛知県 11.8% 愛知県 4.3% 島根県 4.9% 山形県 61,700 山形県 35,900 佐賀県 22,600

44 東京都 10.9% 沖縄県 4.0% 山形県 4.9% 島根県 54,600 福井県 28,900 山形県 22,200

45 神奈川県 9.8% 埼玉県 3.8% 埼玉県 4.7% 佐賀県 53,300 佐賀県 28,300 福井県 20,400

46 沖縄県 9.4% 神奈川県 3.2% 沖縄県 4.6% 福井県 53,100 沖縄県 28,100 島根県 15,700

47 埼玉県 9.3% 東京都 2.6% 滋賀県 3.8% 鳥取県 41,300 鳥取県 25,400 鳥取県 13,800

全国 13.8% 5.9% 6.8% 9,001,600 3,856,000 4,435,800

賃貸用空き家数
空き家率

（全体）
その他空き家率 賃貸用空き家率

空き家数

（全体）
その他空き家数

出典）総務省「令和５年住宅・土地統計調査」データより作成
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03
東京23区別にみた空き家数と空き家率の動向

直近20年間の平均空き家率はわずかに減少 千代田区・台東区では大幅減も

維持管理が不全となるおそれの空き家数 世田谷区・江戸川区・台東区などを中心に急増

次に、東京23区別に空き家数、空き家率の推移

をみていきます【図表７】。

空き家率（全体）でみると、特別区部平均で

2003年（10.9％）から2023年（11.2％）の20年

間では微減であり、各区別では千代田区、台東区

が大きく数値が減少している以外はほとんど大き

な変化がないようにみえます。

出典）総務省「令和５年住宅・土地統計調査」データより作成

注：小数点第二位を四捨五入

ただし、空き家の種類別にみると、「その他空

き家」率では、文京区、台東区、世田谷区、荒川

区、江戸川区 、中央区で大きく上昇しており、

また「賃貸用の空き家」率では、港区、墨田区、

渋谷区、中野区、豊島区で上昇している傾向がみ

てとれます【図表８-１、８-２、８-３】。

また、空き家の建て方（一戸建て、長屋建、

共同住宅）別の割合を全国と東京都で比較して

みると、「賃貸用の空き家」については、全国、

東京都とも共同住宅の割合が９割程度で圧倒的

に高くなっています。その一方、「その他空き

家」については、全国では一戸建が７割超を占

めるのに比べて、東京都では一戸建が35％程度

に過ぎず、共同住宅が６割強を占めています。

「その他空き家」が一戸建の場合には単体の建

物として放置され、共同住宅の場合には建物全

体で放置されたり、建物内で虫食い状の放置に

なったりする恐れもあるため、どちらも複雑な

問題になっていくことが予測されます【図表６-

１、６-２】。
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【図表７】東京23区・総住宅数、空き家数（種類別）、空き家率（2003年・2023年）

空き家数 空き家数

その他

空き家
賃貸用住宅

売却用及び

二次的住宅

その他

空き家
賃貸用住宅

売却用及び

二次的住宅

東京都 6,186,000 665,400 140,800 459,600 65,000 10.8% 8,201,400 896,500 214,200 629,000 53,400 10.9%

特別区部 4,407,100 491,500 100,800 340,200 50,600 11.2% 5,922,100 646,800 150,900 458,200 37,700 10.9%

千代田区 24,210 4,570 730 2,530 1,300 18.9% 42,210 5,300 580 3,810 910 12.6%

中央区 53,440 5,330 1,420 2,930 980 10.0% 106,070 11,720 5,410 5,830 470 11.0%

港区 109,650 13,610 2,740 8,400 2,470 12.4% 177,980 24,360 2,550 19,090 2,720 13.7%

新宿区 190,000 25,290 4,290 18,350 2,650 13.3% 261,030 29,180 1,350 26,720 1,120 11.2%

文京区 97,670 10,460 2,230 6,900 1,320 10.7% 149,710 15,670 6,870 7,860 940 10.5%

台東区 94,210 15,870 1,580 13,610 680 16.8% 147,140 15,390 10,110 4,650 630 10.5%

墨田区 111,280 10,830 3,550 6,010 1,270 9.7% 174,530 20,500 3,780 15,560 1,150 11.7%

江東区 193,700 18,460 5,130 10,640 2,690 9.5% 298,230 26,950 6,820 17,090 3,040 9.0%

品川区 189,140 20,410 2,690 15,370 2,350 10.8% 264,650 26,680 5,630 19,400 1,650 10.1%

目黒区 140,680 13,920 2,560 7,300 4,070 9.9% 170,580 18,250 3,340 14,060 860 10.7%

大田区 344,290 42,740 12,320 27,950 2,470 12.4% 451,460 48,880 9,260 37,490 2,130 10.8%

世田谷区 424,270 38,150 8,570 23,900 5,680 9.0% 541,000 58,850 23,840 32,750 2,260 10.9%

渋谷区 130,240 14,600 2,410 9,980 2,210 11.2% 174,970 19,670 980 17,000 130 11.2%

中野区 179,620 18,030 3,100 14,060 870 10.0% 236,250 28,620 1,920 24,690 2,010 12.1%

杉並区 292,830 33,470 9,020 21,300 3,150 11.4% 365,470 34,870 6,330 26,430 2,110 9.5%

豊島区 156,390 20,120 3,440 15,530 1,140 12.9% 213,800 29,810 1,830 26,150 1,830 13.9%

北区 171,420 21,590 6,470 14,650 470 12.6% 213,930 25,460 4,230 17,560 3,670 11.9%

荒川区 93,540 11,630 1,260 8,340 2,020 12.4% 131,160 16,920 5,230 10,740 950 12.9%

板橋区 277,480 28,460 6,050 20,100 2,310 10.3% 363,490 42,490 10,320 30,710 1,460 11.7%

練馬区 323,170 33,430 5,400 25,220 2,810 10.3% 419,650 39,770 7,950 30,950 870 9.5%

足立区 303,480 37,130 4,510 29,690 2,930 12.2% 402,630 43,850 11,070 30,280 2,500 10.9%

葛飾区 206,200 25,620 4,740 18,940 1,940 12.4% 249,950 29,420 6,010 21,230 2,180 11.8%

江戸川区 300,190 27,720 6,570 18,430 2,730 9.2% 366,170 34,130 15,530 18,140 470 9.3%

2003年 2023年

総住宅数
空き家率

（全体）
総住宅数

空き家率

（全体）

出典）総務省「令和５年住宅・土地統計調査」データより作成

注：点線は特別区部の平均値

出典）総務省「令和５年住宅・土地統計調査」データより作成
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そこで、空き家増加の実態をよりみえやすくす

るため、X軸をその他空き家、Y軸を賃貸用の空

き家の実数とする2003年・2023年のプロット図

を描いて比較してみると、多くの区で「その他空

き家」、「賃貸用の空き家」とも増加している状

況がみてとれますが、とくに世田谷区・足立区・

板橋区・大田区・練馬区では「その他空き家」

「賃貸用の空き家」の両方が、江戸川区・台東

区・江東区では「その他空き家」が、新宿区・豊

島区・杉並区・中野区・葛飾区で は「賃貸用の

空き家」の実数が、特別区部平均値を超えて増え

てきていることが分かります【図表９-１、９-

２】。

出典）総務省「令和５年住宅・土地統計調査」データより作成

注：点線は特別区部の平均値



7

04
都市政策の第一人者 市川宏雄所長による分析結果統括

東京都の空き家率は15年横ばいだが、数は約90万戸と全国最多で１割占める

都心回帰の人口増での住宅需要高まりや相続した家屋の放置等、要因は多様

全国の空き家数は2023年10月に約900万戸と過

去最多になり、この30年間で約2倍になっていま

す。総住宅数に占める空き家の比率（空き家率）

も13.8％と過去最高を記録しています。空き家に

は「賃貸用の空き家」、「売却用の空き家」、

「二次的住宅の空き家」、「賃貸用・売却用及び

二次的住宅を除く空き家」（本レポートでは「そ

の他空き家」）の4種類の区分があります。最も

多い「賃貸用の空き家」（49.3%）と「その他空

き家」（42.8％）が大半を占め、「二次的住宅の

空き家」（4.3％）、「売却用の空き家」

（3.6％）がこれに続きます。なお、二次的住宅

とは別荘や残業用の寝泊まり所等で、賃貸・売却

用及び二次的住宅を除く「その他空き家」とは、

転勤・入院など長期に不在、立て替えなどの予定、

さらには不在が特定ができないものを指しますが、

これが4割を超しています。

東京都の直近15年間の空き家率はほぼ横ばいで

都道府県ランキングでは44位(10.9%)と低位です

が、2023年の総住宅数は820.1万戸で、新規に大

量供給することもあり、空き家数は約89.7万戸と

なり、数字では全国トップで総数の１割にもなり

ます。

空き家の建て方では、東京都の「賃貸用の空き

家」は97.6％が共同住宅となっており、これに対

して「その他空き家」は一戸建てが34.8％、共同

住宅が62.7％と比率が異なります。また全国では

「その他空き家」の73.9％を一戸建てが占め、東

京との違いが際立っています。

東京23区の直近20年間の平均空き家率はわずか

に減少し、千代田区・台東区では大幅減しました。

しかし維持管理が不全となるおそれの「その他空

き家」率をみると、文京区、台東区、世田谷区、

荒川区、江戸川区、中央区では大幅増となってい

ます。また実数をみると、「その他空き家」、

「賃貸用の空き家」は区によって変化の様相が大

きく異なります。世田谷区・足立区・板橋区・大

田区・練馬区では「その他空き家」「賃貸用の空

き家」の両方で増加、江戸川区・台東区・江東区

では「その他空き家」が、新宿区・豊島区・杉並

区・中野区・葛飾区では「賃貸用の空き家」が増

加しました。特異なのは台東区で、「賃貸用の空

き家」が約3分の1に減りましたが、「その他空き

家」は6.4倍増となっています。

都心回帰の人口増での住宅需要の高まり、相続

した親の家屋の放置など、複数の絡み合った要因

が各区にあることが推察されますが、空き家施策

の実施は焦眉の急となっています。

ここまでみたように、都区部では空き家率が横

ばい傾向で推移し、「その他空き家」率も全国で

最も低いことから、それほど深刻には捉えられて

いない状況がありました。しかしながら、都内に

おいては、もともと住宅ストック量（総住宅数）

が膨大で、新規供給も旺盛なため、空き家の実数

そのものが多く、着実に増加しています。

さらに、都内に住む団塊の世代を含めた居住者

が高齢化するに従い、空き家数は爆発的に増える

ことも予想されます。

こうした空き家が無駄に眠る資源とならないよ

うに、いかに活用し、バリューアップや再開発に

繋げていくかが今後ますます重要になっていくで

しょう。



取材可能事項

本件に関して、下記２名へのインタビューが可能です。
ご取材をご希望の際は、グローバル・リンク・マネジメントの経営企画部広報担当まで
お問い合わせください。

会社概要

会社名 ：株式会社グローバル・リンク・マネジメント
会社HP ：https://www.global-link-m.com/
所在地 ：東京都渋谷区道玄坂1丁目12番1号渋谷マークシティウエスト21階
代表者 ：代表取締役社長 金 大仲
設立年月日 ：2005年3月
資本金 ：5億68百万円（2023年12月末現在）
業務内容 ：不動産ソリューション事業（投資用不動産の開発、販売、賃貸管理）
免許登録 ：宅地建物取引業東京都知事(4)第84454号

賃貸住宅管理業国土交通大臣（01）第0001837号
不動産特定共同事業東京都知事第114号

【本件に関する報道関係の皆様からのお問合わせ先】
株式会社グローバル・リンク・マネジメント 経営企画：近藤・中里

TEL：03-6821-5944 MAIL：glmirinfo@global-link-m.com

・氏名 ：市川宏雄（いちかわ ひろお）
・生年月日 ：1947年 東京生まれ（77歳）
・略歴 ：早稲田大学理工学部建築学科、同大学院修士課程、
博士課程（都市計画）を経て、カナダ政府留学生として、カナダ都市
計画の権威であるウォータールー大学大学院博士課程（都市地域計
画）を修了（Ph.D.）。一級建築士。
世界の都市間競争の視点から大都市の将来を構想し、東京の政策には
30年間にわたり関わってきた東京研究の第一人者。
現在、明治大学名誉教授、日本危機管理防災学会・会長、日本テレ
ワーク学会・会長、大都市政策研究機構・理事長、日本危機管理士機
構・理事長、森記念財団都市戦略研究所・業務理事、町田市・未来づ
くり研究所長、Steering Board Member of Future of Urban 
Development and Services Committee, World Economic Forum（ダ
ボス会議）in Switzerlandなど、要職多数。

・氏名 ：金大仲（きむ てじゅん）
・役職 ：株式会社グローバル・リンク・マネジメント

代表取締役社長
・生年月日 ：1974年 横浜生まれ（50歳）
・略歴 ：神奈川大学法学部法律学科卒業。新卒で金融機関
に入社。その後、家業の飲食店を経て大手デベロッパー企業に転職
し年間トップセールスを達成。そこでの経験を経て30歳の時に独立
し、グローバル・リンク・マネジメントを設立。
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